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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するうえで、株主の権利・利益が守られ、平等に保障されることが重要であり、全てのステークホル
ダーの権利・利益の尊重と円滑な関係の構築が企業価値向上には欠かせないものと認識しております。

当社は、コーポレート・ガバナンスを強化することを目的に2003年４月より経営と執行を分離した執行役員制度を導入しております。

また当社は、2016年６月24日開催の第64回定時株主総会でご承認をいただき、「監査役会設置会社」から「監査等委員会設置会社」に移行しまし
た。

当社は、企業価値向上において「戦略創出」「業務執行」「執行の監督」により経営を統治するコーポレート・ガバナンスの機能として主な役割を次
のように考えております。

　　(1)取締役は、中長期的な戦略創出及び業務執行の監督を主として担う

　　(2)執行役員は、業務執行の責任を負い業績向上及び業務管理を担う

　　(3)監査等委員会は、取締役の職務の執行の監査及び株主総会における意見陳述を担う

当社は、これら３つの機能でコーポレート・ガバナンスを形成し、企業価値を向上させることにより、全てのステークホルダーの権利・利益の尊重が
実現できると考えております。

また、適時・適切な情報開示と株主をはじめとしたステークホルダーと積極的な対話を促進することによって、企業活動の説明責任と透明性を確
保することが、コーポレート・ガバナンスの強化につながるものと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】2020年3月末時点の株主のうち、機関投資家は8.15%と比率が低いため、議決権電子行使プラットフォームの利用等は、20%を目
途に環境作りを検討してまいります。なお、海外投資家の比率は0.42%と低いですが、招集通知の英訳については、現在作成を検討しております。

【補充原則3-1-2】

2020年3月末時点の株主のうち、海外投資家は0.42%と比率が低いため、英語での情報の開示・提供については、20%を目途に検討してまいりま
す。

【補充原則4-1-2】

現在、中期経営計画は公表しておりませんが、取締役会で中期目標を定めており、毎年進捗状況の確認、分析を行い、経営環境の変化や計画

の進捗状況に応じて目標を更新する洗い替え方式を採用しております。

当社は、毎期の利益計画を達成することが株主の皆様のご期待にお応えすることであり、企業価値向上に寄与すると考えております。なお、経営

戦略・経営計画については、株主様向けの報告書や決算短信等で開示しており、ホームページにも掲載しております。

【補充原則4-8-1】

現在、独立社外取締役５名であり、各々の立場で積極的に議論に参加するとともに精力的に情報交換・認識共有されていることから、独立役員の
みを構成員とする会合はありませんが、今後適宜検討してまいります。

【補充原則4-8-2】

現在、独立社外取締役５名であり、各々経営陣との連絡・調整を行って積極的に係わっていることから、「筆頭独立社外取締役」は設けておりませ
んが、今後適宜検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

（１）政策保有株式の縮減に関する方針・考え方並びに政策保有に関する方針

当社は発行会社であるお客様や取引先との中長期的な関係維持や取引拡大、事業シナジー等を勘案し、企業価値の向上に資すると判断した場
合、政策保有株式の保有を行うこととしております。

現在の政策保有株式の発行企業とは現在取引継続中もしくは協業関係にあるため、その保有には十分な合理性があると判断しております。

また、当社の政策保有株式は、2020年3月末で25銘柄、その簿価は、388百万円で総資産の1.5%、純資産の2.4%と僅かであり、強固な財務基盤の
構築や資本効率性の向上の観点からみても株価変動の影響はほとんどありません。

（２）検証

毎年、取締役会で個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査
し、保有の適否を検証いたします。

（３）政策保有株式に係る議決権行使の基準

明確な議決権の行使基準は定めておりませんが、議決権の行使は政策保有株式の発行企業の企業価値の向上につながる重要な手段と考えて



おり、中長期的な企業価値向上、株主還元向上につながるかどうか等の視点や投資助言会社の議決権行使方針等も参照しつつ判断を行いま
す。

【原則1-7】

当社は、役員（取締役及び執行役員）との間で会社法に定める利益相反取引を行う場合は、取締役会の承認決議を要する旨を役員就業規則に
定めております。

【原則2-6】

当社の所属する企業年金基金は確定給付企業年金であり、複数の企業の拠出した掛金を資質を持った人材が配置された独立組織が運用してお
り、受益者と会社との間に生じ得る利益相反が適切に管理されていると判断しております。

【原則3-1】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念である「社憲」「社是」「社訓」「経営の基本方針」をホームページ（https://www.suzuden.co.jp/）等で開示しております。

また、経営戦略・経営計画については、株主様向けの報告書や決算短信等で開示しており、ホームページにも掲載しております。

２．本コード（原案）のそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンス報告書「１．基本的な考え方」に記載しております。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

役員の報酬に関しては、原則として固定報酬である「基本報酬」と業績の達成度や配当額によって変動する「業績連動報酬」によって構成されてお
り、役員就業規程に従って、株主総会で決定した報酬総額の限度内で、各人への配分額は職責・業績等を考慮のうえ、諮問機関としての指名報
酬委員会が取締役会に提案し、決定しております。

業績連動報酬は、毎年の業績と配当額に応じて支給される「賞与」と長期のインセンティブ報酬としての株式給付信託（BBT（＝Board Benefit

Trust））で構成されております。なお、役員退職慰労金については、第55期以降廃止しており、2006年６月28日開催の第54回定時株主総会で第54
期までの在任期間に対応する役員退職慰労金の精算に関してご承認をいただいております。

４．取締役会が経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

（１）取締役（監査等委員である取締役を除く）

取締役（監査等委員である取締役を除く）候補の指名については、以下の基準に則って指名報酬委員会が提案し、取締役会において株主総会付
議議案として決議し、株主総会に上程しております。

（取締役任免基準）

1）職務を法的および経済的に正しく理解する力があること　　　2）全社的観点から物事を判断できること

3）戦略的に問題を解決する能力があること　　　4）統率力があること　　　5）責任感があること　　　6）その他役員として要件を満たしていること

「役員就業規則」に違反した場合やコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスに抵触した場合は、指名報酬委員会で審議のうえ、取締役会の決
議により解任を上程し、株主総会で決議するほか、取締役会の決議により辞任を勧告する場合があります。

（２）監査等委員である取締役

監査等委員である取締役候補の指名については、以下の基準に則って代表取締役が提案し、監査等委員会の同意を得たうえで取締役会におい
て株主総会付議議案として決議し、株主総会に上程しております。

（監査等委員である取締役任免基準）

1）会計・税務等の専門知識　　　2）任期全うの可能性　　　3）業務執行者からの独立性確保　　　4）公正不偏の態度保持可能性

5）会社との関係、代表取締役その他の取締役及び主要な使用人との関係等の独立性（社外取締役）

「役員就業規則」に違反した場合やコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスに抵触した場合は、監査等委員会で審議のうえ、取締役会の決議
により解任を上程し、株主総会で決議します。

（３）執行役員

執行役員候補の指名については、以下の基準に則って代表取締役が取締役会に提案し、取締役会で評価・審議して選任・指名または任命してお
ります。

（執行役員任免基準）

1）業務処理力　　　2）過去の業績（社内外を問わない）　　　3）社内外における信用　　　4）生活態度　　　5）見識・徳性に優れ品格を有すること

6）気力・体力を有すること　　　7）家族の同意があること

「役員就業規則」に違反した場合やコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスに抵触した場合は、取締役会の決議により解任します。

５．取締役会が上記４を踏まえて経営陣幹部の選任と取締役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

内外の環境を理解し、高い視点と広い視野から全社の方向性や戦略を打ち出すことが出来る人材を経営幹部といたしております。

具体的には、知識・業務経験の程度、プロジェクトのリーダー・部門長等を務めた経験や各種会議等での発言内容等を指名報酬委員会で評価・審
議し、取締役会で選任・指名または任命しております。

また、社外取締役については、会計・税務等の専門的知見の有無、上場企業経営の経験等に加え、株主視点での意見具申ができ、当社や当社
取締役からの独立性を確保できること等を基準に選任・指名しております。

取締役候補の選任・指名については、「株主総会招集ご通知」に個人別の略歴及び個々の選任理由を記載しております。

個々の取締役が、「役員就業規則」に違反した場合やコーポレート・ガバナンスやコンプライアンスに抵触した場合は、指名報酬委員会や監査等委
員会で審議のうえ、取締役会の決議により解任を上程し、株主総会で決議します。執行役員の場合は、取締役会で決議します。

【補充原則4-1-1】

当社は取締役会において、法令及び定款、取締役会規程に定められた事項、及び当社グループの重要事項等を決定しております。

また、当社は取締役の役割を「中長期的な戦略創出及び業務執行の監督を主として担う」と定めており、取締役会で決定された方針、戦略等を的

確に実施するため、業務執行の責任者として執行役員を任命しております。執行役員には業務執行に伴う権限を大幅に委譲しており、意思決定



の迅速化と業務スピードの向上を図っております。

【原則4-9】

当社では独立社外取締役候補者の選定にあたって、東京証券取引所が定める基準に加え、以下の通り当社独自の基準を満たす候補者を選定

しております。

また、独立社外取締役の候補者は取締役会における率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を選定するよう努めております。

１）当社の役員（社外取締役を除く）、従業員並びにその近親者、及び当社の関連当事者（関連当事者が法人の場合、その法人の役員、従業員並
びにその近親者）で無い者。

２）当社及び当社の連結子会社を主要取引先とする法人、又は当社の主要取引先である法人の役員、従業員並びにその近親者で無い者。主要
取引先とは、当該期の前期末時点における当社の売上額、又は仕入額が上位10社以内の法人及びその連結子会社、並びに主要取引金融機関
及びその連結子会社とする。ただし、退職後１年間を経過している場合は除く。

３）当社及び法人である関連当事者から役員報酬以外の報酬を受けていない者。

４）当社及び法人である関連当事者が契約している監査法人、弁護士事務所、税理士法人、弁理士、司法書士、コンサルティング等の法人の役
員、従業員並びにその近親者で無い者。ただし、退職後１年間を経過している場合は除く。

【補充原則4-11-1】

当社は、社内取締役を上記原則３-１の４の（３）に従うとともに原則として執行役員として経営全般を十分学び把握した候補者から指名報酬委員会
の提案を受け、取締役会での審議・決議を経て、株主総会で選任することによって業務全般を把握し、実行・監視できる知識・経験・能力のバラン
スが取れるものと考えております。

また、社外取締役は多様な視点と経験、高い専門性をもった人材を選任することで、社外取締役による監視と牽制機能が醸成できると考えており
ます。取締役の員数は定款で１５名以内（監査等委員でない取締役：１０名、監査等委員である取締役：５名）と定めており、2020年10月１日現在は
独立社外役員５名（監査等委員でない取締役：２名、監査等委員である取締役：３名）を含む１１名（監査等委員でない取締役：７名、監査等委員で
ある取締役：４名）で構成されており、当社の業容から見て適切な規模と判断しております。

【補充原則4-11-2】

社外取締役の他社での兼任状況は、株主総会招集ご通知添付書類（報告書）、有価証券報告書等を通じ、毎年開示しております。

社外取締役５名のうち１名が、当社グループ以外の他の上場会社の社外監査役を兼任しておりますが、社内取締役全員は当社グループ以外の
他の上場会社の役員は兼任しておらず、取締役の業務に専念できる体制となっております。

【補充原則4-11-3】

当社は、全取締役に対してアンケート方式による自己評価を実施し、その内容について分析・評価を行っております。当社の取締役会は全体とし
て概ね適切に運営されており、取締役会全体の実効性は確保されていると評価しております。ただし、認識された課題については、取締役会の監
督機能及び意思決定機能の更なる向上を図るべく必要な改善に取り組んでおります。

【補充原則4-14-2】

取締役が新たに就任する際は、当社の歴史や事業内容、組織体制等を説明し、当社への理解を深めております。

また、取締役がその役割・責務を適切に果たすために必要な知識を習得するため、外部機関等が開催する研修への参加や外部講師を招いての
研修等を継続的に実施しております。

【原則5-1】

当社は中長期的な企業価値拡大のため、幅広いステークホルダーとの対話による信頼構築が重要であると認識しており、適時・適切に説明責任
を果たすべく、株主をはじめとしたステークホルダーからの対話（面談）の申込みに対しては、前向きに対応しております。

ＩＲ活動の責任者は、経営企画担当の取締役執行役員であり、経営企画部が担当しております。

株主総会、取締役会、執行役員会等で決議された決定事実及びその他の適時開示すべき発生事実は、ＩＲ担当部門である経営企画部に伝達さ
れ、承認を得た後、速やかに開示しております。

また、「内部者（インサイダー）取引防止規程」に基づき、インサイダー情報を管理・運用しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社トレンド 1,546,000 11.02

ベル株式会社 1,470,600 10.48

オムロン株式会社 1,329,710 9.48

株式会社タァーツ 512,600 3.65

鈴木　敏雄 426,070 3.04

岡野　妙子 399,780 2.85

鈴木　達夫 378,380 2.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 277,500 1.98

株式会社サンセイテクノス 271,000 1.93

スズデン社員持株会 247,100 1.76

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鍵田　稔 他の会社の出身者

藤本　茂樹 他の会社の出身者 △ △

平 真美 公認会計士

佐田　憲治 他の会社の出身者

佐々木　博章 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鍵田　稔 　 ○ ―――

取締役や特定の利害関係者の利益に偏ること
なく公正に会社が社会において果たす役割を
認識しており、客観的に取締役を監視するとと
もに豊富な組織マネジメント経験や会社経営者
としての経験を活かして当社の経営執行を監
視できるものと判断しました。

なお、同氏は社外取締役報酬以外、当社から
の報酬は無く、コンサルティング契約等も取り
交わしておらず、一般株主と利益相反が生ずる
おそれはないものと判断しております。



藤本　茂樹 　 ○

社外取締役の藤本茂樹氏は、当社の取
引先および主要株主であるオムロン株式
会社において2018年4月まで執行役員常
務でありました。

取締役や特定の利害関係者の利益に偏ること
なく公正に会社が社会において果たす役割を
認識しており、客観的に取締役を監視するとと
もに豊富な組織マネジメント経験や会社経営者
としての経験を活かして当社の経営執行を監
視できるものと判断しました。

なお、同氏は社外取締役報酬以外、当社から
の報酬は無く、コンサルティング契約等も取り
交わしておらず、一般株主と利益相反が生ずる
おそれはないものと判断しております。

平 真美 ○ ○ ―――

取締役や特定の利害関係者の利益に偏ること
なく公正に会社が社会において果たす役割を
認識しており、客観的に取締役を監視するとと
もに公認会計士・税理士の立場からの助言及
び会計面からの視点で当社の経営執行を監視
できるものと判断しました。

なお、同氏は社外取締役報酬以外、当社から
の報酬は無く、コンサルティング契約等も取り
交わしておらず、一般株主と利益相反が生ずる
おそれはないものと判断しております。

佐田　憲治 ○ ○ ―――

取締役や特定の利害関係者の利益に偏ること
なく公正に会社が社会において果たす役割を
認識しており、客観的に取締役を監視するとと
もに豊富な組織マネジメント経験や監査役とし
ての経験を活かして当社の経営執行を監視で
きるものと判断しました。

なお、同氏は社外取締役報酬以外、当社から
の報酬は無く、コンサルティング契約等も取り
交わしておらず、一般株主と利益相反が生ずる
おそれはないものと判断しております。

佐々木　博章 ○ ○ ―――

取締役や特定の利害関係者の利益に偏ること
なく公正に会社が社会において果たす役割を
認識しており、客観的に取締役を監視するとと
もに、豊富な組織マネジメント経験や会社経営
者としての経験に加えて公認会計士・税理士の
立場からの助言及び会計面からの視点で当社
の経営執行を監視できるものと判断しました。

なお、同氏は社外取締役報酬以外、当社から
の報酬は無く、コンサルティング契約等も取り
交わしておらず、一般株主と利益相反が生ずる
おそれはないものと判断しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

当社は、監査等委員会室に社員を１名以上配置し、監査業務を補助することとしております。また、監査等委員である取締役の当該社員に対する
指示実効性の確保のために、監査等委員である取締役は、監査等委員会室の社員に対して、指揮命令権を有しております。

なお、現在監査等委員会室に社員は配置しておりませんが、監査等委員会の要請により、適宜対応することとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、監査等委員である取締役４名のうち３名が社外取締役で構成され、各監査等委員は監査等委員会で定められた監査の方針、
職務の分担等を定め、監査を行っております。

常勤監査等委員は「取締役会」をはじめ、「執行役員会」「マネジメントレビュー」等の重要な会議にも出席し、内部監査室並びに会計監査人と連携
を取りながら経営・執行について監査するとともに、三現主義（現地・現物・現実）に基づいた営業所等の往査を通じ、コンプライアンスを含めた業



務執行の状況を監査しております。

また、監査等委員会では各委員からの報告及び意見交換による監査意見の形成を行っております。

内部監査部門である内部監査室は計画的運営のもと、適正なる業務遂行状況を監査すべく各部門の業務監査を監査等委員と連携して実施し、
併せて品質環境部と連携のうえ、内部統制監査及びＩＳＯ９００１の品質マネジメント監査を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 6 0 1 5 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役の選任及び解任に関する事項、取締役の報酬に関する事項、その他経営上の重要事項で取締役会が必要と認めた事項に関して審議を
行う指名報酬委員会を設置しております。指名報酬委員会は、社外取締役５名、及び業務執行を行わない取締役１名で構成されております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

業績連動報酬は、毎年の業績と配当額に応じて支給される「賞与」と当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（当
社株式等）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度である株式給付信託で構成されております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2020年３月期

取締役に対する報酬229,408千円

なお、連結報酬等の総額が、１億円以上の者は存在いたしません。



また、上記支給額には、2020年６月26日開催の第68回定時株主総会において決議された、社外取締役を除く取締役（監査等委員である取締役を
除く）４名67,000千円並びに監査等委員である取締役（社外取締役を除く）１名7,000千円の役員賞与総額74,000千円を含んでおります。

また、上記支給額には、役員株式給付信託（BBT）の2020年３月期に係る役員株式給付引当金繰入額を含んでおり、対象となっている取締役（監
査等委員である取締役及び社外取締役を除く）は４名です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬に関しては、原則として固定報酬である「基本報酬」と業績の達成度や配当額によって変動する
「業績連動報酬」によって構成されております。取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬の決定方法に関しては、取締役会の諮問機関であ
る指名報酬委員会の審議及び答申を踏まえ、役員就業規程に従って株主総会で決定した報酬総額の限度内で、各人への配分額を職責・業績等
を考慮して取締役会で決定しております。

業績連動報酬は、毎年の業績と配当額に応じて支給される「賞与」と当社株式及び当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭（当
社株式等）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度である株式給付信託で構成されております。

なお、役員退職慰労金については、第55期以降廃止しており、2006年６月28日開催の第54回定時株主総会で第54期までの在任期間に対応する
役員退職慰労金の精算に関してご承認をいただいております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に対しては、業務遂行に必要な情報の提供や取締役会の議案説明等、必要に応じて総務部、経営企画部などが補助する体制となっ
ております。

また、取締役会で定期的に業務執行責任者である執行役員が担当部門の業務執行の状況・課題等について報告しており、社外取締役が業務執
行の監督を行うために必要な情報提供を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．現状の体制の概要

(1)業務執行

取締役会は、原則として毎月開催される定時取締役会のほかに必要に応じて、臨時取締役会を開催しており、前事業年度においては11回開催い
たしました。また、執行役員会を31回開催いたしました。執行役員会には、日々変化する経営環境への迅速かつ的確なる対応、業績向上への施
策検討、重要な情報伝達、リスクの未然防止等のため常勤監査等委員である取締役が出席しており、当社の経営の透明性を高めております。

また、監査等委員会では各委員からの報告及び意見交換による監査意見の形成を行っております。

(2)監査・監督

常勤監査等委員は、社内業務全般に精通し、業務執行の順法監査に加え、取締役会、執行役員会等の重要な会議に出席し、意思決定の過程及
び業務の執行状況を監査しております。また、定期的な監査によって稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役
または社員にその説明を求め、監査を行っております。

内部監査部門である内部監査室は３名で構成されており、計画的運営のもと、適正なる業務遂行状況を監査すべく各部門の業務監査を監査等委
員である取締役と連携して実施し、併せて品質環境部と連携のうえ、内部統制監査及びＩＳＯ９００１の品質マネジメント監査を行っております。

毎月１回社長主催によるマネジメント・レビュー（ＭＲ）を開催し、当社のＩＳＯ９００１の品質マネジメントシステム及びＩＳＯ１４００１の環境マネジメント
システムの両面を通じて、内部統制を含めた執行状況の確認、問題解決、改善と改善手法の定着に努めております。

運用の中で発生した社内外の決定事実・発生事実は、経営企画部が一元的に管理し適時・適切な開示を行い、経営の透明性を高めております。

重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、総合法律事務所の担当弁護士に、税務的な課題は税理士法人に相談し、必要

な検討・措置を行っております。また、会計監査人とは通常監査に加え、重要な会計的課題について随時相談、検討を行っております。

(3)指名、報酬決定

取締役（監査等委員である取締役を除く）の指名は指名報酬委員会が、監査等委員である取締役の指名は代表取締役が、役員就業規則の任命
基準に従って推薦し、取締役会の審議を経て株主総会で選任することとしております。

また、役員の報酬に関しては役員就業規則に従い、指名報酬委員会で討議し、取締役会の審議を経て、株主総会で決定した報酬総額の限度内
で、各人への配分額を職責・業績等を考慮して取締役会で決定しております。

２．社外取締役の役割

社外取締役は、独立した立場として取締役会に出席し、上場企業経営者としての経験や会計・税務等の専門的見地から積極的な意見具申を行っ
ており、専門的な知見と広い視野から、株主の立場に立って経営への参画を行っているものと認識しております。

３．独立役員の確保の状況

当社は、社外取締役５名のうち、５名を独立役員として確保しております。

今後も独立役員の機能が十分発揮できるよう体制整備を行い、より強固なコーポレート・ガバナンス体制の構築を行ってまいります。

（注）マネジメント・レビュ－（ＭＲ）

ＭＲは、社長が主催し、原則月１回開催する。

ＭＲでは、品質マネジメントシステム（ISO9001）及び環境マネジメントシステム（ISO14001）が効果的に運用されているかを評価して、変更の必要

性の有無を検討する。



ＭＲでは、以下の項目について報告され、検討される。

(1)内部監査の結果及び外部審査機関の監査結果

(2)顧客等の外部利害関係者からのクレーム、要求事項

(3)法的要求事項の順守評価及び変化の状況

(4)業務の実施状況及び適合性、有効性の評価

(5)品質及び環境マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更

(6)予防処置及び是正処置

(7)内部統制システムの評価及び不備の是正、全社への水平展開

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社であり、会社法に規定する株主総会、取締役会及び監査等委員会を設置しております。

取締役会と監査等委員会によって業務執行の監督及び監視を行っており、2020年10月１日現在においては取締役は11名、うち監査等委員である
取締役は４名であります。また、社外取締役は５名、うち監査等委員でない社外取締役２名、監査等委員である社外取締役は３名であります。

取締役の選任及び解任に関する事項、取締役の報酬に関する事項、その他経営上の重要事項で取締役会が必要と認めた事項に関して審議を
行う指名報酬委員会を設置しております。指名報酬委員会は、社外取締役５名、及び業務執行を行わない取締役１名で構成されております。

当社は、社外取締役が果たす役割を独立した立場として取締役会に出席し、会計や税務等の専門的見地からの積極的な意見具申と、より広い視
野からの経営への参画並びに監査を行うことと認識しております。

また、当社は、より一般株主の立場に立った独立役員を５名確保することで、コーポレート・ガバナンス体制を強化しており、社外取締役が果たす
役割を十分発揮できる体制と判断しております。

以上、業務執行に対する取締役会の監督と監査等委員会による適法性、妥当性の二重の監視機能を持つことで、実効性の高い経営監視機能が
実現できると判断し、現状の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 多くの株主様にご出席いただくため、原則として集中日を回避した設定を行っております。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権行使を行っていただくため、議決権行使ウェブサイトを設定し
ております。

その他

招集通知及び添付書類のホームページへの掲載、交通至便な会場での株主総会の開
催、株主総会での事業報告等のビジュアル化等を実施しております。

なお、招集通知及び添付書類のホームページへの掲載を招集通知及び添付書類発送の
１週間前に行っており、株主の皆様に十分内容をご検討していただける時間を確保してお
ります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 「ＩＲ基本方針」に定め、ホームページで公表しております。

IR資料のホームページ掲載
資料等を掲載している他、開示情報を株主・投資家の皆様にメールでお知らせ
しております。また、専用のお問い合わせフォームも設置しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当として経営企画部を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「経営の基本方針」として定めております。

また、社員の行動規範を「スズデンＣＳＲ要綱」として小冊子にまとめ、パート、派遣社員を
含む全社員に配布し、研修等も通じて企業倫理の実践と徹底に務めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、ISO14001認証を取得しており、環境マネジメントシステムに基づいた環境保全活
動を実施しております。

また、ＣＯ２削減を目的とした太陽光システムの導入、マイカップ・マイボトル使用の推奨に
よるペットボトル使用料削減の推進や地域社会の環境保全や周辺地域の美化に向けた清
掃活動への参加など、具体的な環境活動を日々取り組んでおります。

ＣＳＲ活動としては、世界の将来を担う世代や教育機関、地域社会や災害復興を目的とし
た継続的な寄付を行っております。

また、中高生の社会体験学習の受入等を実施しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「ＩＲ基本方針」に定めております。

その他

現在、社内取締役、執行役員への女性の登用はありませんが、社外取締役として女性１名
を選任しております。

職場ハラスメントを容認しない、全ての社員が働きやすい職場づくりや地域社会に参加し
やすい職場づくりと、メンタルヘルスに留意したワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調
和）の実現に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、経営の根幹である社是「誠実」に基づきコンプライアンス体制の整備と強化に取り組み、リスク発生の防止・予防及び法令・企業倫理順守
を推進しております。

コンプライアンス担当役員は、リスク発生の防止・予防及び法令・企業倫理順守の観点から、それぞれの組織を通じ対応しております。

具体的には、関連する規程・マニュアルの見直しを随時行い執行役員会やマネジメント・レビュー等を通じて周知徹底を図っております。特にイン
サイダー取引、ハラスメント防止、個人情報保護、安全衛生に関わる事項や、社内外で発生する事故、緊急事態の管理体制と教育体制を構築し、
発生の予防と迅速な対応、社内への啓蒙・浸透に努めております。また、品質リスク及び環境リスクについては、品質環境部がその防止と発生後
の対策を実施しております。

事故、緊急事態が発生した場合は、総務部・経営企画部が情報の収集・管理にあたるとともに対策を講じ、必要に応じて適時・適切に開示する体
制をとっております。

重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、法務部が所管し総合法律事務所の担当弁護士に相談し、必要な検討・措置を実
施しております。また、会計監査人とは、経理部が重要な会計的課題について随時相談、検討を実施しております。

なお、全社員に小冊子「スズデンＣＳＲ要綱」を配布し、定期的な研修を行うことによって周知徹底を図っております。

また、大規模な地震、風水害等不測の自然災害や事故、パンデミック等に対応するため、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）を構築し、影響を最小限に
抑えるための整備を行っております。

また、2006年５月15日開催の取締役会で「内部統制システムの基本方針」を決議し、2019年4月19日開催の取締役会で改訂しております。この基
本方針については、年１回内容の見直しを実施して取締役会で審議し、必要であれば改訂することとして、継続的な改善を図っております。

１．取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

1)当社は、役員（取締役、監査等委員である取締役、執行役員。以下同じ。）及び使用人（社員、嘱託、契約社員、派遣社員、その他当社の業務に
従事する全ての従業員。以下同じ。）がとるべき行動の規範である社是・社訓に基づき、職制を通じて適正な業務執行と監督を行うとともに、社内
規程に則り適正に職務を執行する。

2)当社は、コンプライアンス体制を確立するため、コンプライアンス担当役員を定め、担当部署を通じて教育・研修を実施し、社会から信頼される企
業風土を醸成する。

3)内部監査部門は、社内規程に基づき業務ラインから独立した立場で定期的に内部監査を行い、問題があった場合には、月一回開催される社長
主催のマネジメント・レビューにおいて報告し、対策を講じる。

4)当社は、「内部通報規程」を制定し、組織または個人による不正・違法・反倫理的行為等を速やかに認識し対処するとともに通報者に対する不利
益な取扱いを防止する。

5)当社は、反社会的勢力・団体とは一切関係を持たず、さらに反社会的勢力・団体からの不当要求を拒否し、毅然とした態度で臨む。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1)取締役の職務執行に係る情報については、法令及び社内規程に基づき作成・保存するとともに、取締役、監査等委員である取締役、会計監査
人等が閲覧可能な状態にて管理する。

2)取締役の職務執行に係る情報の作成・保存・管理状況については、監査等委員である取締役の監査を受ける。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1)品質リスク及び環境リスクについては、ＩＳＯ９００１・ＩＳＯ１４００１に基づくマネジメントシステムに則ってリスクの現実化を予防するための管理を
行うとともに、現実化したリスクに基づき損失が発生した場合には、損失を最小限度に留めるために必要な対応を行う。

2)災害・情報セキュリティに係るリスク等、事業継続を阻害するリスクについては、早期に事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity

Management）を構築してリスクの現実化を阻止するとともに、現実化したリスクに基づき損失が発生した場合には、損失を最小限度に留めるため
に必要な体制を整える。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)当社は、経営と業務執行の分離及び責任と権限の明確化を図る観点から、執行役員制度を採用する。

取締役会は、経営戦略の創出及び業務執行の監督という本来の機能に特化し、執行役員が業務執行の責任と業績向上及び業務管理を担う。

執行役員の職務の担当範囲は取締役会にて定め、その責任と権限を明確にする。

2)取締役会は、経営基本方針及び経営目標・予算を策定し、執行役員は、取締役会の策定した経営目標の達成に向けて職務を遂行する。取締役
会は、定期的に執行役員の実績管理を行う。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1)当社は、子会社の業務の適正を確保するため、担当部署に担当役員を配置し、社内規程に基づいて子会社を管理する。担当部署は、子会社の
業務の状況を調査し、定期的にその結果を当社の取締役会に報告する。

2)当社の内部監査室は、定期的に子会社の業務を監査し、その結果を当社の代表取締役及び取締役会に報告する。



3)当社は、当社と子会社との取引条件（子会社間の取引条件含む）が、第三者との取引と比較して著しく不利益に、また恣意的にならないよう、必
要に応じて会計監査人に確認する。また、子会社との取引を行うにあたっては、書面による契約を締結し、相互の権利・義務を明確にする。

4)子会社の運営については、関係会社管理規程を定める。また、関係会社管理規程には、子会社のリスク管理に係る内容が含まれるものとし、担
当役員の下、子会社の管理責任者を定め、同規程によりリスクの管理を行う。

5)当社及び子会社共通のＣＳＲ行動基準を制定し、法令順守の意識の醸成を図る。

６．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、当企業集団の財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、関連規程等の整備を図るとともに適
切に報告する体制を整備し、その体制についての整備・運用状況を定期的・継続的に評価する仕組みを構築する。

７．監査等委員である取締役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

1)当社は、監査等委員会室を設置して使用人を１名以上配置し、監査業務を補助する。

2)監査等委員である取締役の前「1)」の使用人に対する指示実効性の確保のために、監査等委員である取締役は、監査等委員会室の使用人に
対して、指揮命令権を有するものとする。

８．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員である取締役は、監査等委員会室に属する使用人の人事に関して取締役と意見交換を行うものとし、取締役は、監査等委員である取
締役の意見を尊重する。

９．取締役及び使用人等が監査等委員である取締役に報告するための体制その他の監査等委員である取締役への報告に関する体制

1)取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員である取締役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告する。また、取締役は、当企業集団に
著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは直ちに監査等委員である取締役に報告する。

また、子会社の取締役、執行役員及び使用人から監査等委員である取締役に報告すべき事項として報告を受けた者は、当該報告事項を監査等
委員である取締役に対して報告する。

2)前「1)」の報告をした者（監査等委員である取締役に報告すべき事項の報告を行った子会社の取締役、執行役員及び使用人を含む。）が当該報
告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制として、当社は、内部通報規程を制定している。

10．その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)常勤監査等委員である取締役は、取締役会に出席する他、執行役員会に出席し、経営・執行について重要情報の提供を受ける。

2)監査等委員である取締役は、内部監査部門と緊密な連係を保つとともに、必要に応じて自ら監査を実施する。

また、監査上の重要課題等について代表取締役社長と意見交換を行う。

3)監査等委員である取締役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求め
る。

4)監査等委員である取締役は、必要に応じ子会社の監査を行うことができる。

制定：２００６年５月１５日取締役会決議

改訂：２００８年４月２８日取締役会決議

改訂：２０１５年４月２０日取締役会決議

改訂：２０１６年５月２５日取締役会決議

改訂：２０１９年４月１９日取締役会決議

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、法令や社会的規範、社会的良識に基づき、公正かつ自由な競争の確保が市場経済の基本ルールとの認識のもと、政治・行政との健全
かつ正常で透明な関係を維持するとともに、社会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは一切かかわらないとの基
本的考えで、事業活動を行っています。

以上の考え方と具体的な行動指針を定めた小冊子「スズデンＣＳＲ要綱」をパート、派遣社員を含む全社員に配布するとともに入社時や定期的な
研修で周知徹底しています。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、社是である「誠実」に基づき、今後もよりいっそう強固なコーポレート・ガバナンスの形成と内部統制システムによるコンプライアンス体制

の整備と強化に継続して取り組んでまいります。

また、コーポレートガバナンス・コードの実施を踏まえ、より一層の強化に向けて様々な施策を実施してまいります。

【適時開示体制の概要】

１．情報取扱責任者及び担当部署について

適時開示の情報取扱責任者は、コンプライアンス担当の取締役執行役員であり、担当部署である総務部、経理部及び経営企画部が連携して適
時開示体制を構築しております。

適時開示に関する主な役割分担は、財務状態及び経営成績を経理部、経営計画、資本政策及び人事異動等を総務部、事業の状況及び各々の
担当の取りまとめ、並びにスケジュール管理を経営企画部が担当し、経営企画部長が情報開示責任者となっております。

担当部署で起案・上程され、株主総会、取締役会等の意思決定機関で決議された決算情報や適時開示すべき決定事実及びその他の適時開示
すべき発生事実は「別紙」のとおりＩＲ担当部門である経営企画部に伝達され、情報取扱責任者の承認を得た後、速やかに開示しております。

２．開示情報の把握体制について

投資者等に対して適時適切に会社情報を開示するために情報取扱責任者、情報開示責任者及び担当部署は、取締役会、執行役員会及び各部
門との情報共有を行い、情報の収集に努めております。

(1)取締役会並びに執行役員会の事務局を総務部、経営企画部が務めており、取締役会及び執行役員会の議題として起案・上程し、決議された
決算情報や適時開示に該当する決定事実及び適時開示に該当する発生事実は、迅速に開示できる体制をとっております。

(2)営業部門をはじめとする各部門との情報共有については、部長会議を開催し、リスクの未然防止と適時開示に該当する可能性がある発生事実
を把握し、必要に応じて速やかに開示できる体制をとっております。

(3)毎月、社長主催によるマネジメントレビューを開催し、当社のISO9001の品質マネジメントシステム及びISO14001の環境マネジメントシステムの
両面を通じて、内部統制を含めた執行状況を把握し、適時開示に該当する発生事実を必要に応じて速やかに開示できる体制をとっております。

(4)緊急事態発生時には、緊急事態対応マニュアルに従って直ちに総務部へ連絡され、全部門との情報共有並びに対応策の検討を行い、適時開
示に該当する発生事実を速やかに開示できる体制をとっております。

３．インサイダー取引防止について

当社では「内部者（インサイダー）取引防止規程」に基づき、情報取扱責任者が内部情報管理責任者として、かつ総務部が担当部署として内部情
報を管理しております。

(1)役職員が、当社または他社の重要な内部情報を取得した場合は、直ちに所属長及び総務部長を通じて、内部情報管理責任者に報告し、必要
な指示を得ており、自社の株式を売買する場合は、「内部者（インサイダー）取引防止規程」に基づき、事前に「株式売買申請書」を届出、情報取扱
責任者の承認を得ることを義務づけております。

(2)インサイダー取引防止策として、新入社員研修、階層別研修等の研修において「インサイダー取引」勉強会を実施しております。

また、通達にてインサイダー取引についての情報発信や電子掲示板へインサイダー専用のアイコンを作成し、関連新聞記事、情報を掲載する等、
全社員への周知に努めております。

特に内部情報の取得機会が多い役員・管理職・担当セクション社員に対しては、定期的に勉強会を開催し、インサイダー取引防止の徹底を図って
おります。






